
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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類似団体平均

小松島市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数………　類似団体平均程度の数値で横ばいに推移しているが、税の徴収強化等により歳入の確保
　　　　　　　　　　　　 に努める。
経常収支比率……　経常収支比率が99.5％と類団平均より大きい数値となっているが、人件費・扶助費・公債費
　　　　　　　　　　　　等の義務的経費の増加により比率は年々悪化している。人件費についてはH17年1月より実
　　　　　　　　　　　　施の給料5％削減措置の継続、市税についてはH21度徴収率91％以上を目標とし収納率向
　　　　　　　　　　　　上を図る。その他集中改革プランの遂行により経常収支比率90％を目標とする。
起債制限比率……　道路整備・廃棄物・地域総合整備・公営住宅等の起債償還額がここ数年高額であるため類
　　　　　　　　　　　　団よりも高い数値となっている。投資的事業を抑制し、起債発行額を基本的に１7億円以内と
　　　　　　　　　　　　して元利償還金の増加を抑える。
地方債現在高……　人口一人当たりの地方債現在高は類団平均を上回っている。発行を抑制し現在高削減に
　　　　　　　　　　　　努める。
ラスパイレス指数…　第３次小松島市行政改革基本方針及び実施計画により、高齢職員の定期昇給停止、退職
　　　　　　　　　　　　時特別昇給の廃止、管理職手当13％削減、給料の5％減額のなどの実施により人件費の抑
　　　　　　　　　　　　制を図り類似団体内では低水準にある。今後さらに諸手当の見直し等を行い給与制度の適
　　　　　　　　　　　　正化を図る。
定員管理…………　類似団体と比較し施設等（保育所、小学校、ごみ処理）が多いこともあり、類団平均より高い
　　　　　　　　　　　　数値となっている。定員適正化についてはＨ17年4月1日現在の職員数は430人であるが、Ｈ6
　　　　　　　　　　　　年4月1日から97人の削減を行っている。今後は集中改革プランに基づき民間委託・民営化推
　　　　　　　　　　　　進、出先機関・組織機構の見直し等を行い、Ｈ22年4月1日に382人とする。


